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平成２４年（ヨ）第４９号 玄海原発差止等請求事件 

原告 長谷川 照 ほか 

被告 九州電力株式会社，国 

 

                準備書面４０ 

可搬設備による人的対応には限界があること 

 

                     ２０１７（平成２９）年６月１６日 

佐賀地方裁判所 民事部 御中 

 

              原告ら訴訟代理人 

弁 護 士   板  井     優 

 

                弁 護 士   河  西  龍 太 郎  

 

弁 護 士   東  島  浩  幸 

 

弁 護 士   椛  島  敏  雅 

 

弁 護 士  近  藤  恭  典 
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１ はじめに 

  原発における事故発生時には，いわゆる「止める，冷やす，閉じ込める」ために

安全設備が十分に機能することが求められる。そして，それは，事故の原因とな

った事象（地震や津波など）の状況下と過酷事故という状況下でも十分に機能す

ることが担保されていなければならない。 

  しかるに，新規制基準における過酷事故・重大事故（以下，「シビアアクシデン

ト」という）対策（以下「シビアアクシデント対策」という）は，とくに「冷や

す」対策について，可搬設備による人的対応に頼りすぎており，シビアアクシデ

ント対策としては不十分であるといわざるをえない。 

２ 新規性基準におけるシビアアクシデント対策が可搬設備を基本とすればよいと

されていること 

（１）新規制基準では，シビアアクシデント対策として，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備，原子炉冷却材圧力バウンダリ

を減圧する設備，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備，車載代替の最終ヒートシンクシステム，使用済み燃料貯蔵槽の

冷却のための設備，電源設備につき，可搬型設備を要求している。  

「実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方について」（78 頁）によれば，

可搬型設備は，常設設備に比べて柔軟性があり，経験的に耐震上優れた特性が

認められることから，シビアアクシデント対策として積極的に採用されたもの

であるという。 

（２）玄海原発における可搬設備による対策 

そして，玄海原発 3･4 号機においては，シビアアクシデント対策として，以

下の可搬式設備が採用されている。 

     溶融炉心冷却のための可搬型ポンプ，移動式大容量ポンプ車 

     電源対策としての電源車，空冷式ガスタービン発電車   
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     放射性物質拡散抑制のための放水車   

３ 事故発生時に可搬設備の機能に期待するべきではないこと 

   しかし，可搬式設備による人的対応は，事故発生時においては不確定要素が

あまりにも多く，十分に機能するとは期待できない。 

（１）可搬設備に過度に依存すべきではない 

シビアアクシデント発生時に，可搬式設備を利用するには，それが利用で

きるまでに「移動」という作業ステップが必要で，移動のためには人手，道路，

安全な作業環境が揃っている必要があり，タイムロスも生じる。一方で，常設

（恒設）設備は，少ない対応要員で設備の動作が可能で，事故後短時間で投入

可能であるから，事象進展が早い場合には可搬式設備よりも優れている（甲

Ａ360 号証・28 頁）。 

本来は，重大事故等対処施設として，中央制御室等の安全な場所からスイ

ッチを入れるだけで始動できる信頼性が高い設備の設置を義務付け，補助的

に可搬式設備の整備を求めるべきある。 

（２）人的対応に依存すべきではない 

また，“生身の人間”が可搬設備を操作してシビアアクシデント対応を迫ら

れるということの過酷さや不確実性を考慮すれば，可搬設備に頼った新規制

基準が不合理であることは明白である（甲Ａ361 号証）。 

特に大規模な自然現象との複合災害時には，福島第一原発事故の際にもみ

られたように，爆発，激しい余震，放射線量の上昇等により，物理的に現場に

接近することや，作業の完遂までの必要時間にわたって現場に滞在できない

場合もあり得る。また，異常事象の影響下にあっては，建物の倒壊・爆発など

による対応要員の負傷，激しい余震などが対応要員に恐怖感を与える。所外

からの支援も滞り，孤立無援に陥る可能性があり，飲食物の困窮，冷暖房の停

止，医療支援の欠乏，家族の安否確認もできないといった様々な要素が，対応
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要員の精神的面に追い打ちをかける。 

さらに，人的対応の場合には，タイムロスが生じることも考慮する必要が

ある。まず，作業に先立ち，対応要員の集合を待つ必要がある。さらに，対応

内容と状況によっては過酷な環境下での作業となることから作業は志願者の

みによって行わざるを得ない場合も想定され，その場合，志願するメンバー

の意思確認も必要となる。その後，作業手順の確認を行って必要な防護具の

点検と装着を完了する必要がある。このように作業開始までに，かなりの時

間を失うことになる。設計段階の想定を超えて状況が悪化し続けているシビ

アアクシデントが発生下で，このようなタイムロスが生じてしまうことは，

人的対応の深刻な問題点である。 

さらに，テロや大型航空機が衝突した場合も想定されているが，施設がテ

ロリストの支配下に置かれた場合や大型航空機の意図的な衝突により大規模

な火災が発生した場合は，より一層，人的対応が困難になることは明らかで

ある。 

（３）小括 

シビアアクシデント対策としては，上記に述べた要素を想定すべきなので

ある。被告九州電力は，平常時に準備された可搬式設備による人的対応が，シ

ビアアクシデント時にも事前のマニュアルに従って理路整然と完遂されるこ

とを期待しているのであるが，それは机上の空論にすぎない。そのような楽

観的な想定が誤りであることは，福島第一原発事故において「徴候ベースの

事故時運転操作手順書」から逸脱した事故対応がなされていること等から明

らかである。 

より保守的にシビアアクシデント発生時の事態の進展を見据えてシビアア

クシデント対策を想定・準備しなければ，再び福島第一原発事故と同様，もし

くはそれ以上のシビアアクシデントの発生を許してしまう。 
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４ ＥＵＲ基準に照らしても大きく劣っていること 

  事故発生時に人的対応に頼ることの危険性に鑑み，欧州電力事業者要求仕様（Ｅ

ＵＲ）は，以下のような基準を定めている（甲Ａ362 号証・2～5 頁，61～61 頁）。  

① 炉心損傷保護のための対応としては，起因事象の発生から 6 時間は人的

対応に依存してはならない。 

② 格納容器保護のための対応としては，12 時間（目標 24 時間）は人的対

応に依存してはならない。  

  事故発生時の人的対応にはどうしても不確定要素が伴うこと鑑みれば，かかる

基準を設けることは当然というべきである。これに比べて玄海原発 3･4 号機のシ

ビアアクシデント対策は，前述のとおり人的対応に大きく依存した対策となって

おり，対策として著しく劣っているといわざるを得ない。 

５ 結語 

  以上のとおり，新規制基準とそれに基づいた被告九州電力の玄海原発 3･4 号機

のシビアアクシデント対策は，可搬設備に依存しすぎており，地震等の事象下，

過酷事故という状況下で十分に機能するかどうかには大きな疑問があるといわざ

るを得ない。 

  このような不十分な対策の下での玄海原発 3･4 号機の再稼働は許されない。 

                                   以上 

 


